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「発電用原子炉の運転は、人体に有害な物質を多量に発生させることが不可避であり、

過酷事故が発生した場合に周辺住民の生命、身体に重大かつ深刻な被害を与える可能性を

本質的に内在する。」「最新の科学的知見によっても、本件発電所の運転期間内において、

いついかなる自然災害がどのような規模で発生するかを確実に予測することができない。」 

これは、東海第二原発の運転差止めを命じた２０２１年３月１８日水戸地裁判決の一節

です。この判決は、この事実認識、すなわちどれだけ安全性を高めても原発過酷事故の発

生があり得るとの認識を踏まえて、周辺自治体で実現可能な避難計画が立てることができ

ない東海第二原発の運転を差し止めたのです。これは、若狭湾沿岸の原発が過酷事故を起

こす不安を抱いて生活している私たちの考え方に合致するものです。 

これに対し、関西電力は、私たちが大津地裁に提起した原発運転差止め訴訟において、

若狭湾岸の原発は、福島原発事故後、新規制基準に基づいて安全性を高めたことによって、

過酷事故を起こすことは「考えられない」から、周辺自治体で実行可能な避難計画が立て

られていないとしても、そのことは原発の運転を差し止める理由にならないと主張してい

ます。 

電力会社は、「日本の原発は絶対に過酷事故を起こさない。」という「原発安全神話」に

どっぷりと浸かり、心ある学者や市民の警告に耳を貸さなかった結果、福島原発事故を招

きました。それから１０年、関西電力をはじめとする電力会社は、再び安全神話の世界に

逃げ込もうとしているようです。 

この度私たちは、滋賀県の自治体が、どのような避難計画をたてているのか、その計画

は実行可能なのか、それによって住民の被ばくは回避できるのかについて調査しました。

その結果を裁判の証拠とするとともに、多くの市民の方々に共有していただくために、こ

の冊子を作りました。 

最近、不気味な地震が続いています。南海トラフの地震や首都圏直下地震はいつ起こっ

ても不思議ではないそうです。火山国日本で、これだけ長期間大噴火が起こっていないの

は珍しいそうです。自然災害は、突然やってきます。今年は、福島原発事故後１０年です。

しかし、同時に、第２の原発事故の直前なのかもしれません。「実行可能な避難計画が立て

られないのなら、その原発は運転を停止すべきだ」、私たちは、今後もそう主張し続けたい

と思います。 

以上 
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※表紙の図は、高浜、大飯、美浜、敦賀の各原発ともんじゅから 30km の円を描いたも

の。50km 圏内には滋賀県の半分以上が、100km 圏内には全県域が含まれる。 



はじめに 

2021 年 3 月 18 日、水戸地方裁判所（前田英子裁判長）は、日本原子力発電（以下、日

本原電という。）東海第二原子力発電所（茨城県東海村）の運転を差し止めるという画期的

な判決を下した。 

 同原発は、2011 年の東日本大震災によって被災した原発であり、運転開始からすでに 40

年を超過している老朽原発である。このため、運転延長に際して、安全性や避難の困難さ

がかねてから指摘されており、茨城県内の多くの自治体から避難計画の立案が困難である

こと等を理由に再稼働には反対する意見が表明されていた。 

今回の裁判は、周辺の住民をはじめ 11 都府県から 224 名の原告が日本原電に対して同

原発の差し止めを求めたものである。判決では、原発の半径 30km 圏内に 94 万人が暮ら

す中で、「実効性ある避難計画や防災体制」が不十分であるとして、原子炉の運転により住

民らに具体的危険がおよび「人格権」が侵害されるとし、30 キロ圏内の住民の訴えを認め、

同原発の運転の差し止めを認めた。 

この判決では、原発の安全性について判断する枠組みである深層防護の 1～5 段階のレ

ベルで、最後の砦ともいわれる第 5 段階の「住民の避難」の計画が不十分であり、安全を

確保できないという判断が示されたものである。 

2013 年 12 月 24 日に大津地方裁判所に提訴した福井の原発群の差し止め裁判において

も、住民避難計画は重要な争点の一つとして、滋賀県が定めた「原子力災害に係る滋賀県

広域避難計画」、「長浜市広域避難計画」、「高島市原子力災害住民避難計画」などについて

その問題点を指摘し、現実に原発事故が発生した場合、住民が被ばくを避けながら避難す

ることは全く不可能であるとしている。その主な理由は、原発事故時の放射性物質排出量

の想定値が小さいと言わざるを得ないという点や複合災害を考えた場合に実効ある避難が

できる計画とは言えないことなどである。 

本調査は、原発裁判の避難計画に関する主要争点について、滋賀県をはじめ UPZ1を市

域に含む長浜市、高島市の住民避難計画の実態を調査するとともに、UPZ 外市町が原子力

災害時の避難などをどのように考えているかについて把握することにより、策定されてい

る住民避難計画の実効性を評価することや UPZ 外住民の避難がどうなるかなどを把握す

ることを目的にして県と 19 市町を対象にして実施した。 

なお、本調査は、福井原発訴訟(滋賀)を支える会および同弁護団・原告団が中心となっ

て実施したものであるが、安定ヨウ素剤を配ってよ！しが連絡会、安定ヨウ素剤をくばっ

                                                   
1 UPZ:緊急時防護措置を準備する区域（Urgent Protective action planning Zone）。原子力

発電所で事故が発生し、放射線測定値が一定の水準を超えた場合に、すみやかに避難・屋内

退避できるように事前に計画を立てる必要がある区域。国は原発から半径 30 キロ圏を目安と

している。  

滋賀県版 UPZ:滋賀県は、原子力発電所に係る原子力災害対策重点区域の範囲の UPZ の目

安の距離(原子力施設から概ね半径 30 ㎞)や県が独自に行った放射性物質拡散予測シミュレー

ション結果の屋内退避が必要なレベルの線量となった区域を踏まえ、総合的に勘案し、原子

力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲を定めており（滋賀県地域防災計画原子力災害

対策編 p.8）、滋賀県版 UPZ と呼んでいる。以下、とくに断らない限り、県内の UPZ は市独

自の UPZ を設定している大津市を除きこの滋賀県版 UPZ を指している。 
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てよ！長浜市民の会、ばいばい原発高島連絡会、湖北原発ゼロの会、滋賀自治体問題研究

所など各団体の賛同・協力を得て実施した。 

 

１ 調査の経過 

 調査は、具体的な避難計画を策定している滋賀県および UPZ を市域に含む長浜市、高

島市を重点対象として直接ヒアリングを行うこととし、さらに、UPZ 外であるが原子力災

害対策に独自の努力を行っている米原市と独自に UPZ を設定して避難計画を策定してい

る大津市についてヒアリングを行うこととして以下のような経過で調査を行った。 

 

 4 月 県および UPZ 内市ならびに UPZ 外市町へのアンケート内容の調整 

 5 月 12 日 滋賀県防災危機管理局ヒアリング 

 5 月 17 日 県への追加調査を実施 

 5 月 18 日 大津市への調査依頼 

 5 月 28 日午前 米原市ヒアリング 

 5 月 28 日午後 長浜市ヒアリング 

 6 月 11 日から 14 日 大津市、長浜市、高島市、米原市以外の 15 市町に対してアンケ

ート用紙を送信。（すべて受け取りを確認） 

 6 月 18 日 高島市ヒアリング 

 7 月 29 日 東近江市ヒアリング 

 7 月～8 月 15 市町からの回答を回収（最終は 8 月 31 日湖南市） 

 

 なお、大津市へはヒアリングの申し入れを行ったが、新型コロナウイルス感染拡大の最

中などを理由に対面でのヒアリングは避けたいという回答であり、直接ヒアリングは実施

しなかった。 

東近江市は、国や県以外からの調査には（書面での）回答をしないということであった

ので、訪問して可能な範囲の回答を聞き取った。その他、湖南市は微妙な問題を含むので

回答を避けたいということであり、可能な範囲での回答を要請した結果 8 月 31 日に文字

通り可能な範囲での回答が寄せられた。甲賀市は、担当者の多忙等を理由に回答を避けた

いとしており、可能な範囲での回答を要請したが正式な回答は得られなかった。なお、甲

賀市については、公表されている事実や電話で回答を要請するなかで聞き取った一部の事

項について調査結果に反映し、その他の項目は不回答として整理した。 

 

２ 原子力災害担当組織の概要 

今回アンケートを依頼した県および各市町の担当部局の概要を表 2-１に示す。専任職員

を配置しているのは、滋賀県、大津市、長浜市、高島市のみである。配置されている職員

は、専任、兼務にかかわらず大部分は事務職員であり、その多くは 3 年から 4 年で異動す

る。専門技術者の配置については、明確な回答が得られなかったが、県は原子力工学に関

わる学科を専攻した者、長浜市は東京電力で原子力発電を担当していた職員を採用、配置
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しているという情報を得た。 

 原子力災害対策の体制として十分かどうかの評価は難しいが、実際に原発事故が発生し

たときに十分な役割を発揮できるかどうかという点では、後でも指摘するが様々な事故の

可能性について対応は難しいと思われる。とくに、UPZ 外の市町では大津市を除き 1〜2

名の兼務職員の配置である。これらの兼務職員は他の多くの業務を担っているため原子力

災害業務の比重は大きくないことがアンケートの回答状況などから伺えた。 

 

  

３ 避難計画などについての基本事項 

3-1 計画の策定形態と避難の考え方 

 原子力災害は、災害対策基

本法における災害とされてお

り、避難計画を含む原子力災

害対策は、県および各市町の

地域防災計画の中で対策がた

てられている。 

 表３－１は原子力災害対策

および避難計画の策定形態を

示したものである2。 

 前述のとおり具体的な避難

計画を独立した計画として定めているのは、滋賀県と UPZ を市域に含む長浜市、高島市

                                                   

2 高島市は 2021 年 5 月の改定で、避難計画も地域防災計画原子力災害対策編に組み入れた。  

表3-1　原子力災害対策計画、避難計画などの策定形態

自治体数 備考

17 下記２以外

3 彦根市、栗東市、東近江市

4 滋賀県、大津市、長浜市、高島市

1
滋賀県緊急時モニタリング計画
、滋賀県原子力災害医療マニュ
アル

２地域防災計画の全体計画の
一部として原子力災害対策を
記述

３広域避難計画を独立し た計
画として策定

４その他の計画

計画の形態

１地域防災計画のうち、原子力
災害対策編を別立てで策定

兼務 専任
専門技
術者

滋賀県 防災危機管理局 077-528-3445 as006@pref.shiga.lg.jp 5 ※１
大津市 危機・防災対策 077 528 2616 otsu1223@city.otsu.lg.jp 2
彦根市 危機管理課 0749-30-6150 kikikanri@ma.city.hikone.shiga.jp 5
長浜市 防災危機管理局 0 749 65 6555 genshiryoku@city.nagahama.lg.jp 2 1 ※1
近江八幡市 市民部危機管理 0748-33-4192 010409@city.omihachiman.lg.jp 2
草津市 危機管理課 077-561-2325 kikikanri@city.kusatsu.lg.jp 2
守山市 危機管理課 077-582-1119 kikikanri@city.moriyama.lg.jp 2
栗東市 危機管理課 077-551-0109 kikikanri@city.ritto.lg.jp 1
甲賀市 危機管理課 0748-69-2103 koka040800@city.koka.lg.jp 2 正式回答なし
野洲市 市民部 077-587-6089 kikikanri@city.yasu.lg.jp 1
湖南市 危機管理防災課 0748-71-2311 kikikannri@city.shiga-konan.lg.jp 2
高島市 原子力災害対策室 0740-25-8133 bousai@city.takashima.lg.jp 4 1
米原市 政策推進部防災危機管理課0749-53-5161 bosai＠city.maibara.lg.jp 1
東近江市 防災危機管理課 0748-24-5617 anzen@city.higashiomi.lg.jp 1 聞き取り
日野町 総務 0748-52-6500 soumu@town.shiga-hino.lg.jp 1
竜王町 生活安全課 0748-58-3703 seian@town.ryuoh.shiga.jp 2
愛荘町 くらし安全環境課 0749-42-7699 kurashi@town.aisho.lg.jp 2
豊郷町 総務課 0749-35-8111 soumu@town.toyosato.shiga.jp
甲良町 総務課 0749-38-3311 somuka@town.koura.lg.jp
多賀町 総務課 0749ｰ48ｰ8120 soumu@town.taga.lg.jp 1
※１　個人情報に関することということで回答なし。

表2-１　滋賀県および市町の原子力災害対策担当部局

県・市町名 課名 電話番号 メールアドレス
原子力災害担当者数

備考
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と独自の UPZ3を設定してい

る大津市のみである。他の市

町は、500µSv/h（地上１m 

で計測した場合の空間放射

線量率）の場合、数時間内を

目途に区域を特定し、避難等

を実施 (移動が困難な者の一

時 屋 内 退 避 を 含 む ）、

20µSv/h（地上１m で計測し

た場合の空間放射線量率）の

場合、１日内を目途に区域を

特定し、地域生産物の摂取を

制限するとともに、１週間程

度内に一時移転を実施、という原子力災害対策指針の「ＯＩＬ4と防護措置について」の考

え方などが記載されているだけで具体的な避難計画はない。 

 県、長浜市、高島市の避難計画は、UPZ 内の長浜市：25,844 人、高島市：28,769 人に

ついて、図３－１のような流れの広域避難の計画を定めている。避難が必要と判断された

場合は、県内の他市町への受入れについて優先的に協議することとされ、複合災害などに

より県内での受入れが困難と判断された場合または受入れ施設が不足する場合に、他府県

と避難受入れの協議を行うとされている。県外の避難場所については、県が関西広域連を

通じて調整し、大阪府において相当する人口の貼り付けなどが行われている。 

 大津市は、市北部に設定した独自の UPZ 内 10,743 人を市内南部へ避難させる計画を策

定している。 

 

3-2 原子力災害対策計画の策定時期 

 表３－２は、地域防災計画原子力災害対策編や広域避難計画の策定時点を示したもので

ある。地域防災計画に原子力災害対策が含まれるようになったのは、県と高島市を除き、

2011 年の東京電力福島第一原発事故以降であり、避難計画は（高島市の記載がないが）す

べてそれ以降である。つまり、原子力災害対策や避難計画は地域防災計画のなかでは非常

に新しい分野であり、実際の原子力災害の洗礼を受けていない。このことは幸いなことで

あるが、次節以降でいくつかの角度から検討しているように、計画が机上論の域を脱し得

                                                   
3 東日本大震災が発災した際、福島第一原発から最大で 47km 程度離れた飯舘村において、

放射線量が局所的に高く点在する汚染地域（ホットスポット）が発生したとして大津市北部

47km 圏域内の 10,743 人を対象にして大津市独自の UPZ を設定。  
4 OIL(Operational Intervention Level:運用上の介入レベル)。原子力施設において異常事象が

発生した際、オフサイトの放射線量率等に基づき住民等の防護措置を実施する判断基準。OIL1
は、空間放射線量率が 500μSv/h 超える場合、数時間以内を目途に区域を特定し、避難等を実

施する(移動が困難な者の一次屋内退避を含む)。OIL2 は、空間放射線量率が 20μSv/h を超え

る場合、1 日内を目途に区域を特定し、地域生産物の摂取を制限するとともに、1 週間程度内

に一時移転を実施する。原子力規制委員会の「原子力災害対策指針」で定められたものを各自

治体の計画で使用している。  

図３－１ 広域避難の流れ（原子力災害に係る滋賀県広

域避難計画 p.2） 
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ないという弱点をはらんでいると言える。  

 

3-3 計画の策定方法 

 県および市町アンケートでは、計画がどのように策定されたかを聞く質問を設定したが、

基本的な回答は、県あるいは市町の防災会議で策定したということであり、計画書にも策

定者として○○防災会議と記載されてある。防災会議は、警察や消防をはじめ地域の防災

に関する組織で構成されているが、原子力災害に関する専門組織ではない。また、計画の

内容がどれだけ住民に知らされ、住民の声が反映されているかについて質問したが、パブ

リックコメントや住民説明会の実施状況や参加者の状況、さらに、あまり意見がだされて

いない状況などを見ると住民意見が十分反映されたものになっているとは言えない。 

 

3-4 環境放射線モニタリングについて 

 県は 30 地点で環境放射線のモニタリングを

行い、その測定結果をリアルタイムで HP（滋賀

県  放 射 線 モ ニ タ リ ン グ 結 果 

(housyasenkanshi.shiga.jp)で公表している（そ

のうち 9 か所は原子力規制委員会が設置）が、

最初の計画策
定年月日

最近の改定
年月日

改定予定
最初の計画
策定年月日

最近の改定
年月日

滋賀県 2001年3月 2021年3月 2014年3月 2018年3月

大津市 2015年11月 2021年3月 2022年3月
大津市原子力防災訓
練の反映等を予定

彦根市 2021年6月
長浜市 2011年11月 2020年9月 2014年6月 2018年7月
近江八幡市 2021年3月 2022年3月
草津市 2014年6月 2017年3月

守山市 2013年8月 2017年10月 2022年10月
避難情報の伝え方の
変更等

栗東市 2020年3月
甲賀市 2020年度

野洲市 2013年7月 2018年3月 2023年3月
災害対策基本法の改
正に伴うもの

湖南市 2013年4月ごろ 2021年3月

高島市 2009年1月 2021年3月
原子力関係の改定は
ない

米原市 2013年3月 2015年度
東近江市 2013年3月 2021年5月
日野町 2021年3月 2022年3月 毎年の定例
竜王町 2014年3月 2021年3月
愛荘町 2018年3月 2019年12月 2021年12月 避難勧告等文言見直し

豊郷町 2014年3月 2020年3月
甲良町 2014年3月 2021年3月
多賀町 2018年3月 2018年3月

地域防災計画原子力災害対策編 広域避難計画

自治体名 主な改定内容など

表３－２　地域防災計画原子力災害対策、広域避難計画の策定時点

表３－３　市町独自の環境モニタリングの必要性認識

考え方 回答数 備考

１必要と考えている 7
県を含めて8自治体が表３
－４のとおり実施

２不要と考えている　 4
草津市、栗東市、野洲市、
日野町

３今後検討したい 5
大津市、高島市、竜王町、
愛荘町、豊郷町

回答なし 3 甲賀市、湖南市、甲良町
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表３－３に示すとおり県以外に

も 7 市町で環境放射線を測定し

ていることがわかった。表３－

４はその実施状況である。 

 また表３－３で「モニタリン

グは不要」を選択しているのは

草津市をはじめ 4 市町だけであ

り、すでにモニタリングを実施

しているのが県と 7 市町あるこ

とと「今後検討したい」を選択し

ているのが 5 市町ある。こうし

た市町の対応は、住民の原発事

故に対する不安を反映している

ものと考えられる。 

 

3-5 原発再稼働の同意権を含

む協定の必要性について 

東海第二原発については、

2018 年 3 月 29 日、日本原電

と茨城県、東海村及び周辺自治

体（日立市、常陸太田市、ひたち

なか市、那珂市、水戸市）との間で、国内ではじめて、原発の再稼働について県と立地自

治体だけでなく  30km 圏内の周辺自治体の事前了解を得ることを明記した新安全協定が

締結され、原発の再稼働に対する自治体の同意権が大きく注目されるようになった。 

 滋賀県の三日月知事は、「再稼働できる環境にない」ということを繰り返し発言している

が、本年 4 月 28 日、美浜発電所 3 号機、高浜発電所 1 号機、2 号機再稼働に対する福井

県知事同意表明について次のようなコメントをだしている。「・・発電所の稼働・非稼働に

かかわらず、万一、原子力災害が発生した場合の影響を受ける可能性のある本県としては、

これまでから、原子力発電については、実効性ある多重防護体制の構築が道半ばであるこ

と、使用済核燃料の処理などいわゆる原子力の『静脈』部分が未整備であること、原子力

発電所に対する県民の不安感が払しょくされていないことから、再稼働を容認できる環境

にないと申し上げており、現在もこの考えに変わりはございません。今後も繰り返し国お

よび関西電力に伝えてまいります。・・・40 年を超えて長期間の運転を行うことについて

は、・・・、住民の理解はまだ十分に得られていないと存じます。」（滋賀県 HP5） 

このような状況を踏まえて、再稼働の同意権についてその必要性に関する質問の回答状

況が表３－５である。県および UPZ を市域に含む高島市は「必要」を選択している。一

方、同じく UPZ を市域に含む長浜市は、アンケート項目の選択はされていないが、「協定

は締結」というコメントが記載されてあるが、同市へのヒアリングでは再稼働の同意につ

                                                   
5 https://www.pref.shiga.lg.jp/kensei/koho/e-shinbun/oshirase/318409.html 

表３－４　環境放射線モニタリング状況

実施自治体 実施状況

滋賀県
県下30地点（固定15、可搬型15）で空間線量
連続測定HPで公開。

彦根市
市内2地点において土日祝日除く毎日、原則
定刻に測定している。測定結果はホームペー
ジで公表。

長浜市
市は本庁、北部振興局、各支所でモニタリング
を実施している。

近江八幡市
市内５地点で放射線量の測定を行い、市ＨＰ
で公表。

守山市
市内９小学校の正門前、地上１メートルの地点
で計５回測定し平均値を広報で公表。

米原市

現在、米原市では、平時から市内11か所で空
間放射線量を測定し、市ウェブサイトで測定結
果を公表している。（２庁舎、６中学校、３自治
会（甲津原、大久保、藤川））

東近江市
本庁と能登川支所で空間線量を1日1回測定、
公表はしていない。

多賀町
役場庁舎前、μ㏜／ｈを毎月１日・１５日に測
定、多賀町広報で公表。
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いては国や県に任せればよいとして市レベルの同意権を含む協定締結は頭から否定した。

UPZ 外の大津市、彦根市、近江八幡市、米原市、竜王町も同意権を含む「協定が必要」を

選択している。 

 

 

3-6 避難計画の策定が UPZ 内とされて

いることについて 

 表３－６は、原子力災害対策指針で避

難計画の策定が UPZ 内の概ね 30km 圏

内とされていることの是非についての質

問に対する回答状況である。このことが

「妥当でない」を選択したのは、福島第

一原発事故では 30km を超えてもホット

スポットが発生したとして独自の  UPZ 

を設定している大津市と、 これを承知し

ている米原市だけである。原子力災害対

策指針では、OIL1、OIL2 を超える地域

が特定されたら UPZ 内外に関わらず避

難や一時移転をしなければならないし、

自治体 回答 その理由

滋賀県 ①

県民の命と暮らしに大きな影響
を受けるおそれがある自治体間
に、安全対策への関与に差があ
るべきでないと考える。

大津市 ①
市民の命を守るために、事業者
と迅速に情報共有を行 う ため

彦根市 ①
長浜市 協定は締結
近江八幡市 ①
草津市 ②

守山市 ②
本市に最も近い大飯発電所でも
約55ｋｍと離れているため

栗東市 ②
甲賀市
野洲市 ②
湖南市
高島市 ①
米原市 ①
東近江市 判断できない
日野町 ②
竜王町 ①
愛荘町 ②
豊郷町
甲良町
多賀町

①必要 7

②不要 6
無回答 7

表３－５　原発再稼働の同意権を含む協定の必要性

自治体 回答 備考

滋賀県 ①

大津市 ②

東日本大震災が発災し
た際、福島第一原子力
発電所から最大で約
47km 離れた地域にまで
放射能汚染が及んだ事
例があるため。

彦根市 ③
長浜市 ①
近江八幡市 ③
草津市 ①
守山市 ①

栗東市 ③
判断基準がわからない
ため

甲賀市
野洲市 ③
湖南市
高島市 ①

米原市 ②

東日本大震災が発生し
た際、福島第一原発から
最大で47㎞離れた飯舘
村では、放射線量が局
所的に高く点在する汚染
地域（ホットスポット）が
発生している。UPZ圏外
であっても、避難などの
防護措置が必要な事態
の発生は容易に想定で
きる。

東近江市 判断できない
日野町
竜王町 ①
愛荘町 ①
豊郷町 ③
甲良町 ③
多賀町 ③

①妥当 7

②妥当でな
い

2

③どちらとも
いえない

7

無回答 4

表３－６　避難計画の策定範囲がUPZ圏内である
こと
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その目安となっている 7 日間で 100mSv という「目安線量」は、一般公衆の年間被曝限度

の 1mSv や放射線業務従事者の 5 年間で 100ｍSv という基準と比べると非常に高いし、

自然放射線の 2 万倍6も高い被ばく量であることを理解すべきではないだろうか。 

 

3-7 自治体の責任で避難計画を定めなければならないことについて 

 表３－７は、自治体の責任で避難計画

などの原子力災害に対する計画の現状

について質問した回答を示している。

「妥当である」を選択したのは、長浜市、

竜王町、愛荘町の 1 市 2 町であり、最も

多い選択は「自治体の能力を超えてい

る」であり、草津市をはじめ 7 自治体で

あった。県は何の審査もない現状に対し

て、何らかの国の関与を制度化するよう

要求しているとしている。 

3-3 で述べたが、原子力災害に対する

計画を策定している地域の防災会議は、

地域の防災に関する機関ではあるが、専

門的知識を要する原子力防災や避難計

画の実効性を審査する機関ではないの

は明らかであり、現状の計画策定の方法

には重大な欠陥があると言わざるを得

ない。 

 

3-8 避難計画の実効性の検証 

 表３－８に示すとおり避難計画の実

効性の検証は、計画を定めている県と 3

市のみで行われている。回答によると検

証の方法は訓練である。県と UPZ 内の

長浜市と高島市は共同訓練を行ってい

るが、大津市は独自の訓練となってい

る。 

 ただ、表３－８における高島市の回答

にあるように市外への避難はこれまで

の訓練の対象となっていないし、高島市

へのヒアリングでは、避難先の自治体との協議や計画で示されている避難場所の確認も行 

                                                   
6 1 日の生活行動パターンを 8 時間は屋外活動、16 時間は屋内で過ごし、屋内の場合、低減

計数を 0.4 としてという前提で計算。自然放射能は 0.04μSv/h 
  7 日間で 100mSv の場合、 100mSv/ｗ÷7 日 /w÷（8+16×0.4)h/日＝992μSv/h 
  992÷0.04＝24,800 → 2 万倍  

自治体 回答 備考

滋賀県 ⑤

オンサイトの対策について
は、原子力規制庁が審査を行
うが、避難計画などのオフサ
イト対策については審査など
がないことから、国に制度の
創設を求めている。

大津市 ⑤
避難 措置については、国県
市での連携が必要

彦根市 ③
長浜市 ①
近江八幡市
草津市 ②
守山市 ②
栗東市 ②
甲賀市
野洲市 ③
湖南市
高島市 ③
米原市 ②③④
東近江市 判断できない
日野町 ⑤ 国の方針等に則って判断する
竜王町 ①
愛荘町 ①
豊郷町 ②
甲良町 ②
多賀町 ②

①妥当である 3

②自治体の能
力を超えてい
る

7

③国が責任を
もって策定す
べき

4

④事業者が主
体的に策定す
べき

1

⑤その他 3
無回答 4

表３－７　自治体の責任で避難計画を定めなければなら
ないことについて
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われていないなど、検証すべき課題はまだまだ山積していると言える。実施されている限

定的な訓練によっても必ず解決すべき課題がでてきているのだから想定すべきケースがど

れだけあって、訓練によってそれがどれだけ検証できたのかが明らかにならないと、訓練

によって実効性が高まったとは言えないであろう。 

 UPZ 外でも避難の必要性があり得ることは県も含めて認めているが、米原市の回答にあ

自治体 回答 検証の具体的な方法等 　実効性確保についての意見

滋賀県 ①
避難計画等に基づいた
訓練の実施

大津市 ①
大津市原子力防災訓練
の実施

彦根市 ②

長浜市 ①
避難計画に基づいた原
子力防災訓練の実施

近江八幡市 ②

草津市 ②
人員体制、専門的知見の
不足のため

守山市 ②

本市では原則屋内退避
で避難できるものとして
おり、万一、屋外への避
難が必要となった時は
県の計画に従うこととし
ているため

栗東市 ②
原子力災害を想定した訓
練を行っていない。

甲賀市
野洲市 ②

湖南市 ②
専門的な知見を有してい
ないため、評価すること
が難しい。

高島市 ①
毎年、県の協力を得て
避難訓練を行い課題等
の抽出を行っている

現時点では、国や県との合同訓練において集合場所
から避難中継所までの実地訓練を行っているが、市
外等への広域避難は実施できていない。広域避難は
国・県の調整および計画する事項ではあるが今後の
課題である。

米原市 ②

福井県で原発事故が発生した場合、敦賀市から
65,000人が奈良県へ、また長浜市からは23,000人が
大阪府へ広域避難のため、北陸自動車道と名神高速
道を利用し南下することになる。このような状況の中
で、今後、本市の避難計画の策定に向け取り組んで
いくが、本市でも広域避難が必要となった場合、全て
の市民の皆さんを対象に平等で公正に、かつ実効性
のある避難計画が定められるのか疑問に感じてい
る。

東近江市 ②

日野町 ②
国の方針等に則って判断
する

竜王町 ②
他の災害を優先的に実
施しているため

愛荘町 ②
豊郷町 ②

甲良町 ②
専門的な知見を有してい
ないため、評価すること
が難しい。

多賀町 ②

①行っている 4

②行っていな
い

15

無回答 1

表３－８　避難計画の実効性の検証
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るように実効性のある計画ができるかは疑問である。 

 

3-9 避難計画が原子力規制委員会の審査対象でないことについて 

 表３－９に示すとおりこの問い

に対して、「現状でよい」という選

択はなかったが、「わからない」を

選択したのが 11 自治体と最も多

く過半数を超えており、この点で

の問題提起が十分理解されていな

いように思える。 

 ただ、現状は、事務局で策定さ

れた原案を地域の防災会議で承認

して計画策定というのはあまりに

も機械的であると言わざるを得な

い。 

 原子力規制委員会で審査をする

ことが最適かは留保するにして

も、県の回答にあるように客観的

な審査についての制度創設が必要

であるし、一番の当事者となる可

能性のある住民参画を強めた審査

制度の創設が必要である。 

 

3-10 小括 

①原子力災害に対する国の対策

は、1999（平成 11）年 9 月の

茨城県東海村におけるウラン

加工施設臨界事故及び、これを

踏まえて制定された原子力災

害対策特別措置法の施行にあ

わせて災害対策基本法の原子

力災害対策編が全面修正され

たのを始め、福島第一原発事故

後に諸々の対策がだされてい

るが、従来想定していなかった

事故や災害に対応するために

対策が修正されてきたことが特徴である。県や市町における対策は、基本的にこうした

国の対応に追随するものであり、3-2 で指摘したとおり原子力災害に対する対策や避難

計画は、災害対策の中では新しい分野であり、机上論の域を脱し得ないという弱点をは

らんでいる。 

自治体 回答 意見等

滋賀県 ④

再稼働の条件とするかは国の判断で
あるが、オフサイト対策については審
査がないことは課題と考えており、国
に制度創設などを求めている。

大津市 ④

彦根市 ④

長浜市 ④
再稼働の有無に関わらず避難計画を
はじめとする原子力防災計画は必要
である。

近江八幡市 ③

草津市 ③

守山市 ④

守山市に最も近い大飯発電所は約
55km と離れていることもあり、原発
再稼働については意見を申し上げる
立場にないと考えます。

栗東市 ③

甲賀市
野洲市 ③
湖南市
高島市 ③

米原市 ②
東近江市 ③
日野町 ③
竜王町 ③
愛荘町 ③
豊郷町 ③
甲良町 ③
多賀町 ④

①現状でよい 0

②避難計画の
実効性が再稼
働の前提

1

③．わからな
い

11

④その他 6
無回答 2

表３－９　避難計画が規制委員会の審査対象でないことにつ
いて
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②県や市町の避難計画を含む原子力対策に関する計画の策定方法には欠陥がある。その理

由は、策定されている計画は客観的な審査を経たものではないからである。このことは

県も認めているところであり、住民の参画を強めた審査制度の創設が必要である。 

③放射線に関する環境モニタリングは、県が 30 か所で空間線量率の連続測定を行い、ホ

ームページを通じて測定結果を公表しているのをはじめ、程度の差はあるが 7 市町にお

いてモニタリングが実施されている。さらに 5 市町が今後検討と回答しているが、こう

した対応は原発事故に対する住民の不安を反映したものであると言える。 

④原発再稼働の同意権を含む協定の必要性については、県をはじめ 7 自治体が「必要」を

選択している。この点に関連した三日月知事の「再稼働できる環境にない」という再三

にわたる発言は、県民世論を踏まえたものであり、「実効性ある多重防護体制の構築が

道半ばである」ということが理由のひとつとなっている。このことは、滋賀県では避難

計画の実効性が確保されておらず、このような状態で立地自治体だけの同意で再稼働が

行われるべきでないという趣旨であり、知事が滋賀県の避難計画について総合的な評価

をくだしているものである。 

コラム１ ETV 特集｢原発事故“最悪のシナリオ”そのとき誰が責任をとるのか｣を

見て 

今年 3 月、福島第一原発（以下、第一、第二と福島原発を略す。）事故に際して、″最

悪のシナリオ”に焦点をあてた標題の番組が NHK テレビで放送された。 

事故が収束できなくなる事態を想定して、半径 250km 圏内の住民避難とともに水と

砂による原子炉を封じ込めるという案もだされていた(2011 年 3 月 25 日「不測事態シ

ナリオ」近藤原子力規制員会委員長名)。 

シナリオは、日本政府だけでなく、アメリカ（軍）、自衛隊、東京電力それぞれが作成

していた。アメリカは、米原子力規制委員会の職員 400 人がシナリオ作りに動員され、

そのうち 16 人は放射能拡散予測の専門家であったという。当時のアメリカの担当者は、

日本の原子力産業は安全神話に毒されており、他国でやっている対策や訓練をやってい

ないとして、日本以上に事態を深刻に受け止め、先の見えない事故に対しては最悪のシ

ナリオとそれによる最悪の事態への準備が重要だったと語った。3 月 12 日、1 号機で水

素爆発が発生したとき、アメリカは 1 号機の全放射能が環境中に排出されるとして検討

したところ、半径 80km 圏内で避難または屋内退避が必要だとした。さらに、厚木で

160mSv などと米基地の甲状腺被曝線量を推定し半径 320km 圏内の軍関係を含むアメ

リカ人 8 万人の退避計画を作成した。 

当時の玄蕃国家戦略担当大臣も、水素爆発はないと言われたが爆発が発生、電源車が

あれば大丈夫といわれたがこれがつながらない、ということが次から次へ起こるという

状況下で国民の命を守るためには最悪の事態を考える必要があった、と語った。 

東京電力の吉田所長は、2 号機の圧力が下がらない状況に対して、このままいけば「第

一原発撤退→1 号機、3 号機への注水不能→1〜3 号機の放射性物質の環境中への排出→

東日本壊滅」という事故進展シナリオが浮かんだという。 

東京電力と政府高官は、第一から撤退し、第二に現地本部を移しても事故の進展によ

りあわせて 10 基の原発が制御不能になるという想定をした。 

幸い、最悪の事態は避けられたが、対策にあたっていた当時の担当者は、「平時から最

悪の事態を想定し備える必要があるが、何も変わっていない。（現状では）同じことがま

た起こる」と語っていた。                        （Ur） 
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４ 住民避難・広域避難 

原子力災害時の住民避難は、被曝をさけるため、放射線源から可能な限り離れるために

実施するものであり、地震や風水害の場合の避難とは異なる特徴がある。また、災害発生

後の行動となるため、放射線に対する防護措置や被曝に対する安定ヨウ素剤の服用などの

対応も必要になる。こうした対応は具体的な避難計画を策定している自治体とそうでない

自治体とでは差があるため、４－１では避難計画を策定している県と大津市、長浜市、高

島市への質問と回答を示し、４－２では全体に共通する問題についての質問と回答状況を

示して評価を行った。 

 

４－１ 避難計画策定自治体への質問・回答 

4-1-1 一時集合所などの場所 

表４－１は、一時集合所などの場所が明確になっているかど

うかという問いに対する回答であるが、「明確になっている」

を選択した県、高島市の計画は、自治会単位で一時集合所、中

継所、避難先自治体の避難場所が割り当てられているのに対

し、大津市の計画はいくつかの選択肢があるような計画となっ

ており、そういう意味で「ある程度」が選択されているのでは

ないかと思われる。一方、長浜市は、一時集合場所は自治体単

位で割り当てられているが、県内避難先の避難所は単に東近江市、甲賀市、草津市としか

書かれていない。湖北原発ゼロの会のなぜ公表しないのかという質問に対し、以前は「相

手先の了解が得られていない」であったが、最近は「住民が一時集合場所に来ずに勝手に

避難先に行ってしまうと困る」と住民を信頼しない態度であった。長浜市の「明確」とい

う選択は、市にとってだけの「明確」のようである。 

 

4-1-2 避難経路は関係住民が把握しているか 

原発事故時に住民がどういう対応をするべきかにつ

いて事前に周知し、それをどの程度認識しているかに

ついて把握することは、避難計画の実効性を考えるう

えで重要である。表４－２は、避難計画の内容を関係

住民がどの程度把握しているかを見る指標として避難

経路についての住民の把握の程度について質問したも

のである。県、大津市、長浜市は、周知はしているが理

解の程度は把握していない、わからないというもので

ある。高島市の回答は、調査は行っていないが、感覚的

にあまり把握されていないというものであり、関係住

民の実態としては高島市の回答が近いのではないかと

思われる。県、大津市、長浜市の姿勢では、自己満足の

計画に終わる可能性があることを指摘しておきたい。 

 

自治体 回答

滋賀県 ①
大津市 ②
長浜市 ①
高島市 ①

①　明確になっている　②
ある程度明確になっている
③　明確になっていない
④　わからない

表４-１　避難の一時集合場
所、中継所、避難先自治体
の避難場所は明確か？

自治体 回答 前記の説明

滋賀県 ④

県のパンフレットおよび
長浜市・高島市の防災
マップなどに記載してい
るが、理解の程度につ
いての調査などは実施
していない。

大津市 ④
訓練等で周知はしてい
るが、住民の理解の程
度まではわからない

長浜市 ④

防災マップ等に記載して
いるが、理解の程度に
ついては調査などを実
施していない。

高島市 ②
①把握している　②あまり把握されていない　③把
握されていない　④わからない

表４-２　避難経路は関係住民が把握してい
るか
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4-1-3 避難先の自治体との協定 

 表４－３は、避難先自治体との協定が締結されているか

どうかという質問に対する回答である。県と長浜市は「締

結されている」が選択されているが、このうち県の回答は、

ヒアリング時の確認によると、災害支援に関する都道府県

間の協定によって避難先府県の支援を得るということを

示したものであり、個別自治体との避難場所などの確認

をしたものではないということが明らかにされた。長浜

市の回答も、避難先自治体と協定が締結されたものでは

ないと思われる。県の説明によると、県の避難計画に記

載されている避難場所については、避難先自治体も承知

をしており、避難元と避難先自治体間で細かい支援協定

は不要という考えであった。一方、高島市へのヒアリン

グでは、避難先については、すべて県が関西広域連合を

通じて調整したものであり、高島市として、避難先自治

体との協議や避難場所の確認などは行っていないとい

うことであった。避難訓練においても県域はおろか市域

を超える訓練は行っていないということであり、計画段

階の調整の現状やこうした訓練の実態をみると、避難計画の実効性が

確保されたというレベルではない。 

 

4-1-4 感染症対策を考慮した避難先のスペースについて 

 避難計画を心配する住民団体が行った美浜原発事故時の長浜市と

高島市の  UPZ 圏内住民の避難先自治体に対するアンケート調査に

よると、感染症対策を行った場合、避難場所の数は足りているという

回答は  46%であった。表４－４は、そうした避難先自治体の認識に

対して避難元の自治体の認識を確認したものであるが、県、長浜市、

高島市の回答は、避難先自治体の調整を行っていないことを反映して

把握していない、またはどちらともいえないというあいまいな回答が

選択されている。 

 表４－５は、コロナ対応を考えた場合の避難についての回答状況で

あるが、県と長浜市は、「現在の計画で十分対応できる」を選択している。感染症対策を行

った場合、避難先のスペースが十分か把握していないという状況での回答なのでヒアリン

グ時にその根拠を確認したが、現在、県外避難先として計画している大阪府で足りなけれ

ば、大阪府が和歌山県に支援を要請することになっており、それでも対応できなければ改

めて関西広域連合が調整する仕組みであるということがその理由として説明された。 

 しかし、一刻を争って避難せざるを得ない状況下でバックアップがいくらでもあるとい

う考えがもとになった「現状で十分対応できる」という回答は説得力に乏しい。また、感

自治体 回答 協定の内容

滋賀県 ① 災害支援協定
大津市 ②
長浜市 ①
高島市 ③
①締結されている　　②一部されている
③全くされていない

表４-３　避難先自治体との協定

自治体 回答 説明

滋賀県 ④

感染症対策のた
め、より多くの避難
所の活用を市町に
求めているが、ス
ペースの確保状況
は把握していない。

大津市 ①
長浜市 ④
高島市 ③

表４-４　感染症対策を考慮すると避難先
スペースは足りているか？

①足りている ②足りていない ③どちらともい
えない　④わからない

自治体 回答

滋賀県 ①
大津市 ③
長浜市 ①
高島市 ③

表４-５　コロナ対応を
考えた場合の今後の
避難について

①現状（現在の計画）
で十分対応できる　②
抜本的な見直しが必
要である　③今後の
課題として認識はして
いる　④抜本的な見
直し・再検討は困難で
ある　⑤わからない
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染力の強い変異株が表れる新型コロナウイルス対策を考慮した避難

のありようそのものが手探り状態であることを考えると、感染症対

策を考慮した避難先のスペースについては今後十分検討されるべき

課題である。 

 

4-1-5 福井県からの避難者も想定した避難ルート 

 原発事故時には、福井県からも滋賀県を通って避難することが想

定される。表４－６は、そのことが滋賀県の UPZ 内の避難を考える

うえで想定されているかという質問に対する回答である。滋賀県、大

津市、長浜市は、「想定している」が選択されている。確かに県の避難計画においては「県

外からの避難者が滋賀県内を通過することを想定しておく必要がある。」という記述（原子

力災害に係る滋賀県広域避難計画 p.3）があるし、実際、表 4-6-1 のように福井県からの避

難者について想定して避難時間の検討（原子力災害に係る避難時間推計、2014 年 3 月 18

日、p.31、https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/22836.pdf）が行われている7。し

たがって、表４－６の回答のとおり県は「想定している」ということになるし、一定の前

提条件のもとにシミュレーションを行うことは課題を抽出する上では有効であるが、問題

は原発事故という非常時においては自ら判断して行動する自主避難者も相当数が予想され

るが、こうした住民の行動が完全に予測できているかという点である。 

 

４－２ UPZ 外を含む広域避難に関する質問・回答 

4-2-1 UPZ 外の避難に対する現計画の対応可能性 

 原子力災害対策指針では、UPZ 外でも、「ＵＰＺ外においては、放射性物質の放出後に

ついてはＵＰＺにおける対応と同様、ＯＩＬ１及びＯＩＬ２を超える地域を特定し、避難

や一時移転を実施しなければならない。」と対応を示しており、県や各市町の地域防災計画

                                                   
7 影の避難とは、避難指示が出ていない地域の住民が自主的に避難をすることである。避難

指示を直接受けていない中で避難する避難者を、影の避難者として検討が行われている。  

表 4-6-1 

自治体 回答

滋賀県 ①
大津市 ①
長浜市 ①
高島市 ②

表４-６　福井県から
の避難者も想定した
複数の避難ルート

①想定している　　②
想定していない（でき
ない）　③今後の検討
課題
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原子力災害対策編でも同様の対応が記載されている。 

 UPZ 内外で避難が発生するケー

スを大別すると、①UPZ 内だけでの

避難、②UPZ 内および UPZ 外の一

部または全部での避難、③UPZ 内で

は避難が発生せず、UPZ 外の一部ま

たは全部での避難、となる。 

 表４－７は、上記②、③の場合に

ついて、現計画（地域防災計画原子

力災害対策編、広域避難計画）での

対応可能性についての回答である。

避難計画を定めている県と長浜市

は、「現計画で対応できる」と回答し

ているのに対し、同じく避難計画を

定めている大津市、高島市は「現計

画である程度対応できる」と県や長

浜市に比べてトーンダウンした回答

が選択されている。UPZ 内を中心と

した計画に基づく訓練は重ねられて

きているが、避難計画策定対象外に

ついての訓練は大津市での独自訓練

を除いて全く行われていない状況下

で果たして現計画に基づいて有効に

避難ができるであろうか。 

 UPZ 外市町では、愛荘町だけが

「現計画で対応できる」を選択して

いるがその理由は不明である。 

 また、「ある程度対応できる」を選択しているのが 6 市町あるが原子力災害に対する対

応が「ある程度」というレベルで許容されていいのだろうか。「現在の計画では対応不可能」、

「現在検討していない」、「わからない」を選択している市町も半数に及んでいることなど

をみると、UPZ 外の住民避難は現状では対応可能な計画のレベルに達しているとは言えな

いであろう。 

 

4-2-2 要支援者の把握状況 

 東日本大震災の教訓を踏まえ、平成 25 年の災害対策基本法の改正において、避難行動

要支援者名簿を活用した実効性のある避難支援がなされるよう、 

①  避難行動要支援者名簿の作成を市町村に義務付けるとともに、その作成に際し必要な

個人情報を利用できること、 

②  避難行動要支援者本人からの同意を得て、平常時から消防機関や民生委員等の避難支

援等関係者に情報提供すること、 

自治体 回答

滋賀県 ①
大津市 ②
彦根市 ②
長浜市 ①
近江八幡市 ⑤
草津市 ③
守山市 ②
栗東市 ②
甲賀市
野洲市 ④
湖南市 ④
高島市 ②
米原市 ③
東近江市 ③
日野町 ②
竜王町 ⑤
愛荘町 ①
豊郷町 ④
甲良町 ④
多賀町 ④

①現在の計画
で対応できる

3

②現在の計画
で、ある程度
可能

6

③現在の計画
では不可能
（そもそも想定
していない）

3

④現在、検討
していない

5

⑤わからない 2

無回答 1

表４－７　UPZ外の住民
避難を考えた場合現計
画で対応可能か？

表４－８　要支援者の把握は？

自治体 回答 説明など

滋賀県 ①
大津市 ①
彦根市 ①
長浜市 ①
近江八幡市 ②
草津市 ②
守山市 ②
栗東市 ②
甲賀市
野洲市 ①
湖南市 ②
高島市 ②

米原市 ②

米原市においても、地震
や洪水といった一般的な
自然災害が発生した場
合に備えて、避難に支援
が必要な方に対し、自治
会ごとに個別に対応する
個別避難行動計画の作
成を進めている。

東近江市 ②

要支援者、施設入所者
は把握しているが、個人
で生活している人は把握
できていない。

日野町 ②
竜王町 ②
愛荘町 ①
豊郷町 ②
甲良町 ②
多賀町 ③

①把握して
いる

6

②一部把握
している

12

③把握でき
ていない

1

無回答 1
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③ 現に災害が発生、または発生のおそれが生じた場合には、本人の同意の有無に関わら

ず、名簿情報を避難支援等関係者その他の者に提供できること、 

④ 名簿情報の提供を受けた者に守秘義務を課すとともに、市町村においては、名簿情報の

漏えいの防止のため必要な措置を講ずること、 

などが定められた。 

 表４－８は同法に基づく要支援者の実態把握の現状を確認

するものであるが、「把握している」が６自治体、「一部把握し

ている」が 12 自治体と、把握のための努力が行われているこ

とが伺える。 

 しかし、要支援者は変化するものであり、作成された名簿が

適正に更新されているかどうか、また、東近江市の回答の説明

にあるように施設単位での把握で個人レベルの把握が行われ

ていないなど把握の方法が適正であるかといった観点からの

審査も必要であると思われる。 

 表４－９は、要支援者の移動手段の確保に関する回答状況で

ある。「できている」を選択したのは、県と長浜市のみであり、

「一部できている」は大津市をはじめ 3 自治体、高島市をはじ

め 13 自治体は「できていない」を選択しており、要支援者の

把握を含めて考えると、要支援者の避難は不十分な計画レベル

である。 

 

4-2-3 屋内退避や避難などの住民への周知は円滑に行うこと

ができるか？ 

 表４－１０に示すとおり「行うことができる」を選択したの

は、県と長浜市をはじめとする 5 自治体、「むずかしい」を選

択したのは、草津市、守山市など 7 自治体、「わからない」も

6 自治体であった。この点では米原市の、「現状で屋内退避や避難指示の情報発信をしても、

避難につながらない」という問題提起は重要であり、「原子力災害や放射線に関心を持ち、

原子力防災の知識を高める必要があ」るという方向が目指されるべきである。 

 

4-2-4 高島市役所の場所等の問題 

 高島市へのヒアリングを通じて次のような問題が明らかになった。 

高島市役所の位置は、UPZ 内にあり、有事の際には災害対策本部が市役所内に設置され

ることになっているが、避難が必要になる場合は、災害対策本部も市南部の消防関係施設

などに移設せざるを得なくなる。その場合、防災関係のいろいろな設備・機能が市役所内

に設置してあるため、移設となると様々な支障がでることが予想される。これらの問題に

ついて具体的な検討が必要になってくるが現在は何も行われていない。つまり現状では、

住民避難が必要になった場合、その対応をすべき市役所がその機能を果たすことができな

くなるという重大な問題が横たわっているのである。   

また、新旭の第一時避難所に指定されている施設２か所は木造建築物であり地震などの

自治体 回答 説明など

滋賀県 ①
大津市 ③
彦根市 ③
長浜市 ①
近江八幡市
草津市 ③
守山市 ③
栗東市 ③
甲賀市
野洲市 ②
湖南市 ③
高島市 ③
米原市 ③
東近江市 ③ 想定していない

日野町 ②
竜王町 ③
愛荘町 ②
豊郷町 ③
甲良町 ③
多賀町 ③

①できている 2

②一部できて
いる

3

③できていな
い

13

無回答 2

表４－９　要支援者の移動手段
の確保は？
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複合災害の場合、これで対応できるのか、という問題があり、今後の課題とされている。 

 

4-3 住民避難・広域避難に関する小括 

①具体的な避難計画を策定している自治体は、

そうでない自治体に比べて避難が円滑に行

うことができるだろうか。本調査のなかで、

ある自治体の担当者は、（避難計画という）形

は確かにできてきたが、実効性を高める努力

が今後の課題であるという感想が語られて

いた。この点では、4-1-2 で住民の動向の予

測ができない状態では自己満足の計画に終

わる可能性があることを指摘したが、表 4-10

で米原市が「現時点でいきなり屋内退避や避

難指示の情報を発信しても避難につながら

ない・・・。住民の関心、意識を高める必要」

と回答しているように、避難計画の一番の対

象である住民の意向や理解を把握すること

が重要であるがその努力は行われていない。 

②長浜市と高島市の UPZ 内住民を対象にした

避難については、まず県内での避難を検討す

るとされているが、長浜市については、避難

先の自治体である東近江市、甲賀市、草津市

とは調整中として具体的な避難場所を公表

していない。これは住民に知らせると混乱す

るという住民不信が根底にあることが明ら

かになった。 

③県域を超える避難については、県と大阪府と

で調整が行われているだけであり、避難元自

治体と避難先の自治体の調整は行われてい

ない。内閣府の地域防災計画（原子力災害対

策編）作成マニュアル（県分）8では、「県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可

能となるよう、他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定を締結するなど、発

災時の具体的な避難・受け入れを含めた手順等を定めるよう努めるものとする。」とあ

るが、避難に関する協定は締結されていない。さらに同作成マニュアル（市町村分）9で

は、避難元と避難先の自治体間の協定締結とともに避難者受け入れ施設をあらかじめ決

定しておくよう努めるものとされているが、県や長浜市、高島市の計画では、拠点避難

場所としてたとえば鶴見緑地公園、長居公園といった「拠点避難場所」が示されている

                                                   
8 https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/keikaku/pdf/03_kenbousai.pdf p,29～p｡30 
9 https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/keikaku/pdf/03_shichosonbousai.pdf p.25～
p.26 

自治体 回答 説明など

滋賀県 ①

大津市 ③
行うことができると言い切れる
のか確実でないため

彦根市 ③
長浜市 ①
近江八幡市 ③
草津市 ②
守山市 ②
栗東市 ③
甲賀市
野洲市 ②
湖南市
高島市 ①

米原市 ②

現時点では、いきなり屋内退
避や避難指示の情報を発信
しても、避難にはつながらな
いと認識している。まずは、市
民の皆さん一人ひとりが、原
子力災害や放射線に関心を
持ち、原子力防災の知識を高
める必要があり、このため、市
民の皆さんを対象とした学習
会などが必要と考えている。

東近江市 ③
日野町 ①
竜王町 ②
愛荘町 ①
豊郷町 ②
甲良町 ③
多賀町 ②

①行うことが
できる

5

②むずかし
い

7

③わからな
い

6

無回答 2

表４－１０　屋内退避や避難などの基準に基づい
た周知は円滑に行えるか？
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だけであり具体的な避難場所は指定されていない。 

④避難に関する訓練は長浜市、高島市を対象にして毎年行われているが、参加住民の数は

避難対象計画規模と比べはるかに少ない。計画規模での訓練を行うことは大きな困難が

予想されるが、実際の災害時にはさらに大きな困難が想定される。とくに、新型コロナ

ウイルスのような感染症の拡大が懸念される場合の困難はより増幅される。 

⑤UPZ 外自治体でも避難をしなければならない場合が想定されているが、具体的な検討は

行われておらず対応できるレベルにあるとは考えられない。 

⑥避難の際に要支援者に対しては特別の対応が必要であるが、自治会を通じた把握や、デ

ータの更新などの点で課題が残されている。 

⑦県へのヒアリングにおいて移動手段の確保について考え方を確認した。交通混雑をさけ

るためにバスが移動手段として選択されているが、たとえば、美浜原発で事故が生じた

場合、UPZ 内人口を移動させるためには 402 台のバスが必要となるとされたが、県内

には 442 台しかなく、利用可能性を考えると県内のバスだけで計画対象人口を移動させ

ることはできない。関西圏にある 16,346 台がバックアップとして想定されていると説

明されたが、確保できるという保証があるとは言えない。また、原発事故の規模が想定

以上の場合や地震などの複合災害が発生したときなどを考えると移動手段を確保する

ことは一層厳しい。 

⑧有事の際のセンターとなるべき災害対策本部の機能移転が現状ではできないという重大

な問題が高島市にあることが明らかになった。この一点だけでも高島市の避難計画は成

り立たないと言える。 

 

 

 

 

コラム２ 滋賀県及び県内の自治体へのヒアリング調査について 

 

第１ はじめに 

私は、「滋賀県における原子力災害時の避難計画などに関する調査」として、滋賀県

防災危機管理局へのヒアリング並びに米原市及び長浜市の各担当部局へのヒアリング

に参加しました。さらに、この調査に先立ち、４月１９日、滋賀選出の参議院議員であ

る嘉田由紀子元滋賀県知事の仲介のもと、さくら共同法律事務所に所属されている大河

洋子弁護士と北村賢二郎弁護士とともに高島市の担当部局へのヒアリングにも参加し

ました。 

私が上記のとおり自治体へのヒアリングに複数回参加している者であるとともに、

福井原発訴訟（滋賀）において、現在、避難計画に関する主張を担当としている者で

あることから、「滋賀県における原子力災害時の避難計画などに関する調査」の発刊に

あたり、滋賀県及び県内の自治体へのヒアリング調査に関する感想を掲載させていた

だけることとなりました。                  (次ページへ続く) 
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第２ 避難計画の各自治体へのヒアリングに関する感想 

率直な感想として、歯切れ良く自治体のスタンスを明示する方、本音と建前を上手

にお話しされる方など各自治体の担当者ごとに特色があったことがあげられます。各

自治体として、住民の生命、健康、財産を守るためにどのようにすべきか苦慮された

結果、避難計画を策定している自治体はその避難計画自体の有用性を説明し、一方で

避難計画の策定が困難であると判断した自治体はなぜ困難であると判断したのかの

説明を受けました。さらに、避難計画の策定をしている自治体間でも、地域的な状況

（道路、規模など）によって、原子力災害発生の際に発生するであろう問題について

の具体的な認識の程度等にも差があったと感じています。 

第３ 最後に 

まず、今回、「滋賀県における原子力災害時の避難計画などに関する調査」の発刊に

あたり調査に協力していただいた各自治体の担当者の方々に謝辞を述べたいと思い

ます。特に、滋賀県、高島市、長浜市及び米原市におかれましては、ヒアリング調査

のためにお時間と場所の提供をいただきましたこと深く御礼申し上げます。 

私は、ヒアリング調査によって見えてきた各自治体の認識の異同について、様々な事

情によって生じうることであることは実際に参加することでしか感じることのでき

ない事情であることを改めて認識できたことを今回のヒアリング調査の収穫である

と思っております。 

福井原発訴訟（滋賀）弁護団 弁護士 中川 博貴 
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５ 複合災害への対応 

5-1 想定している複合災害 

 表５－１は、原子力災害の避難が発生した場合、想定

している別の種類の災害についての質問に対する回答で

ある。地震について想定しているが 11 自治体と最も多

く、次いで想定していないが 7 自治体となっている。た

だ、回答した市町は、地域防災計画全体において想定し

ている複合災害について回答していると思われるところ

もあり、具体的な避難計画のない市町については、避難

と複合災害を重ね合わせて想定しているとは言えない。 

 一方、避難計画を策定して、「地震、風水害、大雪など

の想定」を選択した県は、ヒアリングにおいてはこれら

の災害による「倒木による交通途絶を想定」して訓練を

行っているという回答であり、地震などにより道路その

ものが寸断されるような事態は想定されていない。 

 また、県の避難計画では、大規模地震との複合災害時

の対応としては次のように記載されている。 

 

（３）大規模地震との複合災害時における屋内退避等の

実施 

複合災害時には、多くの家屋が倒壊し、または多くの

住民が屋内に留まることを懸念すると思われることから、以下の対応を図る。 

① 地震により家屋が倒壊したり、倒壊するおそれがあるなど家屋で屋内退避を実施する

ことが困難である場合には、近隣の公共施設等において、屋内退避を実施する。 

② 屋内退避中に再度の地震等により被災が更に激しくなるなど、屋内退避の継続が困難

である場合は、屋内退避が不要である地域の避難所等へ移動を行う。 

「原子力災害に係る滋賀県広域避難計画」p.6～p.7 

 

 

 さらに、地域防災計画原子力災害対策編において、「この計画は、『滋賀県地域防災計画』

の原子力災害対策編として整理するものであり、この計画に定めのない事項については、

「滋賀県地域防災計画（風水害等対策編）」によるものとする（同 1 ページ）。」として他の

災害対策との整合性を図るとされている。また、「第 11 複合災害に備えた体制の整備」で

は、「県は国と連携し、複合災害（同時または連続して２以上の災害が発生し、それらの影

響が複合化することにより、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象）の発生可

能性を認識し、防災計画を見直し備えを充実する。」などが定められている。 

県の計画におけるこうした記述は、計画上は各種の複合災害に対する想定をしていると

いうことになるのかもしれないが、実際に全国で発生している地震による甚大な被害（家

屋の倒壊、停電、通信機能の停止、給水の停止、生活物資の不足）、風水害、大雪による交

自治体 回答 説明など

滋賀県 ①②③
各災害による交
通途絶を想定

大津市 ①
彦根市 ①
長浜市 ①②③
近江八幡市 ①②③
草津市 ④
守山市 ④
栗東市 ④
甲賀市
野洲市 ④
湖南市 ①②
高島市 ①
米原市
東近江市 ④
日野町 ①
竜王町 ①②
愛荘町 ①②③
豊郷町 ④
甲良町 ④
多賀町 ①

①地震 11

②風水害、
河川の氾濫

6

③大雪・積
雪による交
通渋滞

4

④想定して
いない

7

無回答 2

表５－１　想定している災害は？（複数選
択）
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通の大渋滞などをあわせて考えると、抽象的に「想

定している」だけで対応できるということにはなら

ないだろう。 

 

5-2 地震と原子力災害が同時に発生した場合の対

応可能性について 

 表５－２は、複合災害のうちで原子力災害の原因

となる可能性が最も高い地震と原発事故が同時に発

生した場合の対応可能性についての回答状況であ

る。ここでも、県と長浜市、愛荘町は「対応可能」

を選択し、草津市、米原市は「対応不可能」を選択

している。これは、地震や原子力災害についてどの

ような事態を想定するかによって回答が異なってい

ると思われる。避難をしなければならないような原

子力災害と大きな被害が発生するような地震が同時

に起こるような場合を想定するなら、一方の災害だ

けでも対応が大変なことは容易に想像でき、それが

二つ重なると対応できないという結論が常識的では

ないだろうか。「対応可能」という選択は、対応可能

な範囲の災害レベルを想定しているのではないかと

疑わざるを得ない。 

 「ある程度対応可能」の選択数が 8 自治体と最も

多いが、原子力災害に対して「ある程度対応可能」

では対策の目的は達成されたことにはならない。「わ

からない」を選択した 5 つ自治体は想定していない

か、あるいは想定できないということであり、「対応

不可能」と同じである。 

 表５－３は、複合災害が発生した場合、災害対応

の人員体制が十分かどうかについての回答状況であ

る。 

ここでは、県と長浜市だけが「十分」を選択、前

問で地震との複合災害時に「対応可能」を選択した

愛荘町は「不十分」を選択しており体制が不十分で

あるが複合災害には対応できるという矛盾した回答

となってくる。その他高島市と UPZ 外自治体など全

部で 10 自治体が体制は「不十分」を選択している。

さらに「わからない」を 6 自治体が選択している。 

県へのヒアリング時に「対応可能」を選択した根

拠を聞いたが、都道府県間の災害支援協定や自衛隊

などにより人的な補充が可能というものであった。この支援協定により、地震や風水害に

自治体 回答 説明など

滋賀県 ①

大津市 ④
可能と言い切れること
があるのか、確実で
ないため

彦根市 ②
長浜市 ①
近江八幡市 ④
草津市 ③
守山市 ②
栗東市 ④
甲賀市
野洲市 ②
湖南市
高島市 ④
米原市 ③
東近江市 ②
日野町 ②
竜王町 ②
愛荘町 ①
豊郷町 ②
甲良町 ④
多賀町 ②

１対応可能 3

２ある程度対
応可能

8

３対応不可能 2
４わからない 5
無回答 2

表５－２　地震と原子力災害同時発生時に現計
画で対応可能か？

自治体 回答 説明など

滋賀県 ①

大津市 ③
何を持って十分
と言えるか明確
でないため

彦根市 ③
長浜市 ①
近江八幡市 ②
草津市 ②
守山市 ③
栗東市 ②
甲賀市
野洲市 ②
湖南市
高島市 ②
米原市 ②
東近江市 ③
日野町 ③
竜王町 ②
愛荘町 ②
豊郷町 ②
甲良町 ③
多賀町 ②

①十分　　 2

②不十分　 10
③わからない 6
無回答 2

表５－３　複合災害時の人的体制は？
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おいて多くの自治体職員が被災自治体に派遣され、協定の基本的な目的は達成されている

と評価できるが、災害が発生したら数時間のうちで複数の災害に対応しなければならない

という初動体制において人的な体制が確立できるかという点では派遣は間に合わないし、

現場を熟知しているかどうかという点、原子力災害という経験したことのない災害という

点などにおいて、他府県から派遣されてきた職員で十分対応できるか疑問である。県の「対

応可能」という回答でもって複合災害に対応できるということにはならないであろう。 

 

5-3 複合災害を想定した訓練の実施状況 

 表５－４は、複合災害を想定した訓練の実施状

況についての回答を示している。県、長浜市、高島

市以外に日野町と愛荘町の 2 町が「実施したこと

がある」を選択しているが、この 2 町については、

電話で確認したところによると、原子力災害に対

する訓練は含まれておらず、他の複数の災害を想

定した訓練を行ったというものである。県の「実施

したことがある」は交通途絶を想定した訓練であ

り、長浜市と高島市とともに実施されたのだろう。

13 市町は「実施したことがない」を選択している。

なぜ複合災害を想定した訓練が少ないのか、ある

いは実施していても極めて限定したケースでの想

定でしか実施されていないのか。それは想定すべ

きケースが多すぎるということと、対応できない

レベルの災害は訓練の対象から除外されているか

らであろう。 

一方で県は、国に対する要望の中で、複合災害に

関連して、「強い地震に見舞われたとき、多くの住

民が屋内にとどまることを懸念する」「複合災害で

も途絶しないような複数避難経路の確保による、

代替性の高い避難経路ネットワークの構築」など

が課題であるとして認めている10。 

 

5-4 複合災害に関する小括 

①県や長浜市から、複合災害は「想定している」「現在の計画で対応できる」といった回答

の選択があったが、その想定は、対応できる範囲あるいは規模のものでしかない。まず、

原発事故による原子力災害の範囲と程度について考えると、放射性物質の排出量やその時

の気象条件によっては、滋賀県も壊滅的な被害を受ける恐れがあることは容易に想像でき

るがそのようなことは全く検討の対象になっていないし、当然計画にも盛り込まれていな

                                                   
10 令和 2 年度にむけた政府への政策提案・要望について 滋賀県

https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/5114417.pdf 

自治体 回答 説明など

滋賀県 ①
大津市 ②
彦根市 ②
長浜市 ①
近江八幡市 ②
草津市 ③
守山市 ②
栗東市 ②
甲賀市
野洲市 ②
湖南市 ②
高島市 ①
米原市 ②
東近江市 ②

日野町 ①
原子力災害は含
まない

竜王町 ②

愛荘町 ①
原子力災害は含
まない

豊郷町 ②
甲良町 ②
多賀町 ②

①実施した
ことがある

5

②実施した
ことはない

13

③実施でき
ない

1

無回答 1

表５－４　複合災害を想定した訓練は？
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い。さらに、考慮すべき複合災害についても、県の説明では交通途絶を想定しているだけ

であり、次のような事態についての検討は行われていない。 

1) 地震により多くの家屋が倒壊または倒壊の恐れがあり、屋内退避が困難な場合11。 

2) 地震により広範囲の停電が発生、通信機能も喪失した場合。県や市役所などでは自家

発電装置が設置されているが、燃料の貯蔵量の関係で限られた時間しかその機能は

確保されないし、自家発電機能を持たないで屋内退避をする住民生活には重大な支

障が生じる。通信についても衛星回線を用いた通信機能が確保されているが、一般住

民のところでは支障が生じる。 

3) 地震、風水害、大雪などにより、国から県へ、県から市町へ、市町から住民へという

情報の流れが遮断されるような事態の発生。 

4) 地震により、モニタリングポストの機能が失われ、かつ人力による緊急モニタリング

も実施できない場合。 

5) 地震により、水道の給水機能が停止した場合。 

6) 地震、風水害、大雪などにより避難対象区域が孤立12した場合。 

7) 地震、風水害、大雪などにより広範囲の交通が遮断され、OIL1、OIL2 の場合の対応

が困難な場合。 

②①で指摘した原子力災害と複合災害は、その程度と範囲などを加味して考えると無限の

組合せがある。訓練によって計画の実効性を高めるとされているが、実際に行われている

訓練は対応可能な範囲のことでしかなく対応不可能な事態はそもそも想定外となっている。 

③本調査において、県と長浜市は、複合災害時でも人的な体制は十分を選択しているが、

上記の指摘をもとに考えると、対応可能な災害に対して、確保可能な人員体制で可能な範

囲の対応をするということであり、住民の生命を守るという自治体の基本的な役割が達成

されるということにはならない。 

 

  

 

 

                                                   
11 この点について県は国に対して、「大規模地震との複合災害時に、更なる揺れに見舞われる

ことをおそれ、多くの住民が屋内に留まることを懸念する場合における、最適な原子力防災

対策の検討」を求めているが国からの回答はない。  
12 避難計画の対象となっている高島市朽木地域については、雪の対策について検討が行われ

ているが、当該地域は従来除雪によって孤立したことはないとして、大雪による孤立はない

と断定されている。過去に経験したことがない事象はすべて検討の対象から除外されている

のである。  
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